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１．愛知県地域強靱化計画の概要

今後の愛知県の強靱化に関する施策を国全体の国土強靱化施策との調和を図りながら、国や県内
市町村、民間事業者などの関係者相互の連携のもと、総合的、計画的に推進する指針として策定。

 2015年8月：地震・津波を対象に策定
 2016年3月：風水害等を加えた大規模自然災害全般を対象とする計画に拡充
 2020年3月：国の国土強靱化基本計画の変更や計画策定後に発生した災害の教訓を踏まえ改訂

＜想定リスク＞
①地震・津波 ②豪雨・台風（洪水・高潮等）③土砂災害 ④大雪 ⑤火山噴火 ⑥異常渇水

２．愛知県地域強靱化計画の進捗管理 

愛知県の強靱化を着実に推進するため、ＰＤＣＡサイクルを通じて、本計画の不断の点検・改善を
行う。

（１）計画の推進体制

本計画の推進にあたっては、愛知県地域強靱化推進本部のもと、民間事業者、ＮＰＯ、国、市
町村等の関係者による取組、さらには近隣県を始め他自治体や南海トラフ地震対策中部圏戦略会
議等との連携・協力・調整により取組を進める。また、各分野の有識者や関係者による意見・助言を受
ける場を設けるとともに、個別分野ごとの推進・検討体制等や、関係者における推進・検討体制等と連
携を図る必要がある。

（２）計画の進捗管理

 毎年度、重要業績指標などを用いて、各施策の進捗状況の把握等を行うこととし、「第３次あい   
ち地震対策アクションプラン」など、個別の計画におけるフォローアップと連動することにより、施策の進捗
状況の把握等を効果的に進める。
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－１ 住宅・建築物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の

 死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】
（住宅・建築物等の耐震化等の促進）
（不特定多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進）
（公共施設等の耐震化の推進・促進）
（交通施設等における脆弱性の解消）
（電柱や大規模盛土造成地等の施設・構造物の脆弱性の解消等）
（地下空間等の施設・構造物の脆弱性の解消等）
（家具の転倒防止策等の継続的な防災訓練や防災教育等の推進）
（災害対応能力の向上）

（消防団等の充実強化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・住宅の耐震化率
85%（2011年度）→95%（2020年度）

91.2%（2020年度）
古い耐震基準で建てられた耐震性の劣る住
宅について、耐震診断及び耐震改修に対す
る補助を引き続き実施することにより、住
宅の耐震化の促進に取り組んでいる。

・大規模盛土造成地の有無等の公表率
7.4%（2014年度）→100%(2023年度)

・100%（2019年度までに完了）

・家具の固定率：56%（2013年度）→65%
（2023年度）

・58.1%（2023年10月現在）

【主な重要業績指標】

3．主な進捗の概要 

【主な取組】 ≪住宅の耐震化の促進≫

6

【戸建住宅の耐震改修】

【共同住宅の耐震改修】

改修前 改修後

地震により、古い耐震基準で建てられた耐震性の不十分な
住宅が倒壊し、死傷者が発生することを防ぐため、耐震診断
費及び耐震改修費等に対する補助を実施している。

2023年度は、耐震診断4,298戸、耐震改修308戸に対し
て補助を実施した。
［愛知県］
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≪特定天井脱落対策≫

東日本大震災や熊本地震では、大空間の天井の脱落により、死亡事故や庁
舎での業務継続が不可能となった事例が多数あったため、「特定天井の脱落
対策」を実施してきた。

202３年度は、陶磁美術館（２室）、愛知県女性総合センター（３室）
の対策工事を実施した。
［愛知県］

【愛知県女性総合センター 】

＜ 改修後 ＞

＜ 改修前 ＞
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≪コンクリートブロック塀等の撤去≫≪武道場等吊り天井の耐震対策≫

≪私立学校施設の耐震化の支援≫

県立学校のコンクリートブロック塀及び
組積造の塀について、2018年度及び
2019年度の２年間ですべて撤去するとと
もに、必要に応じてフェンス等の設置を
行った。

[愛知県]

県立学校施設の非構造部材の耐震対策
について、2017年度から2022年度に
かけて、高等学校の武道場並びに特別支
援学校の温水プール及び遊戯室の吊り天
井撤去や照明器具補強、バスケットゴー
ル補強、ガラス飛散防止フィルム貼付け
といった耐震対策を実施した。

[愛知県]

【私立学校における耐震化】

私立学校の校舎等の耐震化を促進す
るため、私立学校施設整備費補助金に
よる耐震化支援を行っている。

2023年度は、1校2園（うち県費1
校1園） において実施した。 
［愛知県］



≪大規模盛土造成地マップの作成・公表≫

≪無電柱化の促進≫

9

大地震が発生した場合に大きな被害が生ずるおそれのある大規模盛土造成地の概ねの
位置と規模を抽出したマップを公表しており、県民の防災意識の向上を図った。
［愛知県］

整備前 整備後

愛知県名古屋市中区（市道御園町線支線第一号）
（整備期間：2021年度 ～ 2022年度）

中部ブロック電線類地中化協議会における関係者での合意の下、無電柱化に取り組んでいる。
［中部電力パワーグリッド(株) ］
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≪家具固定の促進≫

≪総合防災訓練の実施≫

【イベントでの家具固定の啓発】

家具固定は身近で比較的簡単にできる取組として、高い減災効果が期待できる
ことから、民間事業者やボランティア団体と連携して、家具等転倒防止対策を推
進している。

202３年度は、家具固定推進員を２４回派遣するとともに、家具固定に関する
相談に対応した。
［愛知県］

【 愛知県・安城市総合防災訓練（2023年9月） 】

大規模災害発生時における迅速かつ的確な応急活動のための協力体制の確立や、
地域の連携を活かした防災力の強化を図ることなどを目的として、毎年度、市町
村と総合防災訓練を共催で実施している。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－２ 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】

（火災に強いまちづくり等の推進）
（水利確保や火災予防・被害軽減のための取組の推進等）
（災害対応能力の向上）
（情報通信関係施策の推進）
（消防団等の充実強化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・地震時等に著しく危険な密集市街地の解消
104ha（2011年度）→100%解消に近づける
(2020年度) 

104ha解消（2021年3月31日現在）
※2.5haは住宅市街地総合整備事業
等により解消。101.5haは2020年度
調査において対象市街地に該当しな
いとされた。

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪地震時等に著しく危険な密集市街地の解消≫

地震時等に著しく危険な密集市街地の解消に向けて、住宅市街地総合整備事業等を実
施している。
［愛知県］

【整備前】
（２００８年度、安城市）

【整備後】
（２０２３年度、安城市）



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－３ 広域にわたる大規模津波等による多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】
（津波防災地域づくり）
（住宅・建築物の耐震化等）
（南海トラフ地震臨時情報が発表された際の対応検討）
（河川・海岸堤防の耐震化等の推進）
（避難場所・避難路の確保・整備等）
（河川・海岸の水門等・排水機場等の耐震化の推進）
（河川・海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化等の推進）
（海岸防災林の機能の維持・向上）
（海岸レジャー施設等の安全確保）
（情報伝達手段の多重化・多様化の推進等）
（継続的な防災訓練や防災教育等の推進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・河川堤防の耐震化
47.6㎞（2015～2023年度）

・海岸堤防の耐震化
29.4㎞  （2015～2023年度）

・河川堤防  3.0㎞
 （37.1㎞（2015～2023年度））
・海岸堤防 1.18㎞
（17.94㎞（2015～2023年度））

・農業用排水機場の耐震化
24箇所（2014年度）→84箇所（2023年度）

・5箇所
（24箇所→68箇所（2014～2023年度)）

【主な重要業績指標】

【主な取組】

≪河川・海岸堤防の耐震化≫
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【東浦海岸 鋼矢板打設状況 】【新川 鋼矢板打設状況】

地震により河川・海岸堤防直
下の地盤が液状化することなど
によって、堤防が崩壊や沈下し、
地震直後に浸水する区間や、そ
の後の津波により浸水する区間
で人的被害等を最小限にするた
め、堤防の耐震化・補強・補修、
及び水門等の耐震化対策を実施
している。

2023年度は、新川や東浦
海岸等で堤防の耐震化を実施し
た。
［愛知県］



≪防潮壁等の防災施設の整備≫

≪市町村による津波避難対策の促進≫
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【防潮壁の地震・津波対策（昭和ふ頭地区）】

名古屋港において、防潮壁等の防災施設
の整備を推進した。
［名古屋港管理組合］

≪農業用排水機場の耐震化整備≫

【 整備完了状況 】

地震後の地域の排水機能を確保するため、
「菱池排水機場（幸田町）」の耐震化整備
を実施した。
［愛知県］

【 令和５年度 愛知県津波・地震防災訓練】

＜市町村の取組状況＞
・浸水・津波避難計画を作成している市町村

27市町村/27市町村（※）（2018年度までに完了）
・浸水・津波避難ビル等を指定している市町村

19市町村/27市町村（2024年4月1日現在）
・浸水・津波避難訓練を毎年実施している市町村

19市町村/27市町村（2024年4月1日現在）
※本県被害予測調査において浸水が想定される市町村

・津波又は堤防の破堤・沈下による浸
水に伴い被害が生ずるおそれのある市
町村における「浸水・津波避難計画」
の策定を促進するとともに、避難場所
の確保や避難路の設置、避難場所など
への避難誘導標識等の設置を助成して
いる。
・地域住民の浸水・津波避難意識の向
上を図り、避難の実効性を確保するた
め、市町村と共催で津波・地震防災訓
練を実施している。
［愛知県］
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≪私立学校における防災教育の取組支援≫

≪高校生防災リーダーの育成≫

【高校生防災セミナーの開催（2023年度）】

学校や地域の防災力向上に貢献できる防災リーダー育成を図るため、名古屋大
学と連携し高校生防災セミナーを実施している。2023年度は12期校（2年目）
15校が参加した。
［愛知県］

【私立学校における防災教育】

私立学校における防災教育の取組を支援するため、私立学校経常費補助金（防災
教育の推進）により、防災教育の取組を推進している。

2023年度は、47校において実施した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－４ 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】
（ハード対策・ソフト対策を組み合わせた浸水対策の推進）
（継続的な防災訓練や防災教育等の推進等）
（ゼロメートル地帯等の河川・海岸堤防等の耐震化等の推進）
（河川・海岸の水門等の自動閉鎖化・遠隔操作化等の推進）
（地下空間における浸水対策等の強化）
（河川の改修）
（高潮対策施設の整備）
（浸水想定区域の指定・見直し）
（ダム建設事業の推進）

（ゼロメートル地帯対策）
（気候変動を踏まえた水災害対策）
（水防災意識社会の再構築に向けた取組の推進）
（情報通信関係施策の推進）
（災害対応力の強化）
（TEC-FORCE の体制・機能の拡充・強化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・県管理河川の当面の目標に対する整備率
53.0%（2014年度）→54.7%（2020年度）

・54.9%（2024年3月31日現在）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪県管理河川等における水防災協議会≫

【矢作川圏域水防災協議会の状況】

県管理河川等において、河川整備を着実に進めるとともに、「逃げ遅れゼロ」、
「社会経済被害の最小化」を目指し、県、市町村、水防管理団体、名古屋地方気象台
等が、減災への目標を共有し、社会全体で洪水に備えるために、「県管理河川等にお
ける水防災協議会」を県内４つの圏域に分け、2017年から取り組みを始め、さらに
2022年度からは新たな５カ年の取組方針を策定した。

202３年度は、６月２日に発生した大雨を受けて、浸水実績図の作成や外水氾濫の
あった河川における危機管理型水位計の増設検討をおこなうとともに、運用開始から
５年経過した「水害対応タイムライン」について、洪水浸水想定区域の見直しや最新
の気象情報等への対応を反映させるため、更新を行った。 ［愛知県］
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≪ゼロメートル地帯における広域的な防災活動拠点の整備≫

本県被害予測調査結果で、南海トラフ地震の津波等による広範囲の浸水が予想さ
れるゼロメートル地帯（木曽三川下流域、西三河南部地域、東三河南部地域）にお
いて、自衛隊、消防等による救出救助活動が円滑に行われるよう、広域的な防災活
動拠点の整備を推進している。
［愛知県］

【木曽三川下流域Ⅰ 愛西市：旧永和荘跡地
（2023年３月供用開始）】

＜整備か所（計４か所）＞                       ＜整備内容＞ 

 ・木曽三川下流域 

  １か所目 愛西市・旧永和荘跡地（2023 供用開始） 

 

 

 

 

  ２か所目 弥富市・海南こどもの国内 

 

 

 

 ・西三河南部地域 西尾市・行用町 

 

 

 

 

 

 ・東三河南部地域 豊橋市・国道 23 号豊川橋料金所跡地 

 

 

・盛土地盤 

 (津波によって浸水しない地盤高

に造成、液状化対策) 

・ヘリの離発着場 

 (大型ヘリの離発着が可能な規模) 

・救出・救助ボートの船着場 

 (救出・救助された住民が下船) 

・防災倉庫 

 (資機材を収納、一時的な避難スペ

ース) 

2019 2020 2021 2022

・敷地造成 ・ヘリポート工事 ・防災倉庫建築工事

・地盤改良 ・防災倉庫設計 ・敷地造成
盛土養成

2020 2021 2022 2023

候補地選定 基本設計 基本設計（繰越） 実施設計

2019 2020 2021 2022 2023

基本設計 実施設計 地盤改良工事
・敷地造成
・防災倉庫設計

・敷地造成（繰越）
・防災倉庫整備
・資機材整備

2021 2022 2023

候補地選定に向けた調整 候補地選定
・用地測量
・基本設計

▼【東三河南部地域】

▼【西三河南部地域】

▼【木曽三川下流域】

弥富市･海南こどもの国

愛西市・旧永和荘跡地

西尾市･行用町

豊橋市・国道23号

豊川橋料金所跡地

▼【東三河南部地域】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－５ 大規模な土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】
（土砂災害対策の推進）
（山地災害、森林・農地等の保全機能の低下への対応）
（亜炭坑跡地対策の促進）
（警戒避難体制の整備等）
（情報関係施策の推進）
（災害対応力の強化等）
（TEC-FORCE の体制・機能の拡充・強化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・土石流対策施設の整備：59箇所（2015～2023）
・3箇所
（46箇所（2015～2023年度)）

・地域森林計画区の山地災害危険地区内における
治山施設の整備
108 箇所（2015～2023年度）

・12箇所
（106箇所（2015～2023年度)）

【主な重要業績指標】
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【主な取組】

≪山地災害対策の推進≫

【 治山施設の整備（岡崎市） 】

山地の崩壊等により、人家や公共施
設等に災害が発生するおそれのある箇
所に治山施設の整備を進めた。
［愛知県］

土石流により、人家や公共施設に災害が発
生するおそれのある渓流に砂防堰堤の整備を
進めた。
［愛知県］

【 砂防堰堤の整備（豊川市） 】

≪亜炭坑跡地対策の促進≫

亜炭廃坑関係事務担当者連絡会議を開催し、中部経済産業局、愛知県、公益財団法人あいち産
業振興機構、特定鉱害復旧事業対象９市の担当者で亜炭坑跡地に関する情報交換等を行った。
［愛知県］

≪土石流対策施設の整備≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
１－６ 暴風雪や豪雪等に伴う多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（１）直接死を最大限防ぐ

【強靱化施策の推進方針】
（死傷者の発生防止のための対策）
（情報提供手段の多重化・多様化の推進）
（災害対応力の強化）
（道路交通対策等の推進）
（継続的な防災訓練や防災教育等の推進等）

【主な取組】
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≪道路の雪寒対策の推進≫

積雪や凍結による交通事故、立ち往生車両を原因とする交通障害等の防止を図るた
め、雪寒対策を実施した。
（202３年度の除雪実施延長は３４３㎞、凍結防止剤散布延長は３１３０㎞）
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
2－1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の停止

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（輸送ルートの確保対策の実施）
（迅速な輸送経路啓開等に向けた体制整備）
（水道施設の老朽化対策等の推進）
（ガス管の耐震対策等の推進）
（電力設備等の早期復旧体制整備の推進）
（停電時における電動車等の活用）

（応急用食料等の調達）
（食料・燃料等の備蓄）
（燃料等の仮貯蔵）
（物資調達・供給体制、受援体制の構築等）
（ゼロメートル地帯対策）
（住宅・建築物の耐震化等の促進）
（消防団等の充実強化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・災害時広域物資輸送拠点の災害物流訓練の実施
箇所率
100%（2015～2023年度）

・100%

・災害時の受援体制に関する計画の整備
県及び全市町村（2015～2023年度）

・県及び29市町村（2024年3月31日現
在）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪民間物資拠点の追加選定≫

【民間物資拠点の活用イメージ】

≪ ラストマイルにおける支援物資輸送・
拠点開設・運営ハンドブックの策定 ≫

【支援物資輸送の枠組みイメージ】

民間物資拠点選定に係る取組を実施し、
2011年度末は30件であった愛知県内の民
間物資拠点は、2023年度末では122件に
増加した。（民間物資拠点の選定はトラッ
ク施設・営業倉庫が中心。）
［中部運輸局］

熊本地震等での教訓を踏まえ、発災時の
組織体制や輸送手配、物資拠点の運営等の
オペレーション等を記載した地方公共団体
向けのハンドブックを策定し、2022年度
に、新たな課題の洗い出しやシステムの活
用を念頭に置いた改訂が実施された。
［中部運輸局］



≪物資調達・供給体制の構築≫
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【災害物流訓練の様子】

有識者、民間事業者、市町村職員等による「愛知県災害物流円滑化検討会」を設置し、
県の広域物資輸送拠点から避難所まで物資を円滑に輸送するためのスキームの検討を進め
るとともに、愛知県トラック協会や市町村と連携した災害物流訓練を実施した。
［愛知県］

（参考）物資輸送の流れ

≪電力設備等の早期復旧体制の整備≫

令和元年房総半島台風により、
千葉県等で大規模かつ長期にわた
る停電・通信障害が発生したこと
を踏まえ、本県における大規模停
電・通信障害の早期復旧体制の強
化を図るため、2020年8月に中
部電力株式会社及び西日本電信電
話株式会社と、災害時における停
電・通信障害の早期復旧に向けた
連携に関する協定を締結した。
［愛知県］【協定書締結式の様子】

写真又はイラスト 写真又はイラスト

＜災害物流訓練の実施＞
愛知県・豊橋市・豊川市・蒲郡市・新城市・田原市・愛知
県トラック協会災害物流訓練
2024年１月31日実施、約50名参加



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－２ 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（孤立集落等の発生を防ぐ施設整備等の推進）
（山間地等における避難路等の確保の促進）
（孤立集落等の救出計画の策定等）
（離島における船舶発着岸壁の耐震強化促進等）
（家庭における食料備蓄の促進等）
（TEC-FORCE の体制・機能の拡充・強化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・孤立可能性集落を有する市町村の衛星携帯電話等の
配備率
100%（2015～2023年度）

・94.1%（2023年3月31日現在）

・避難路に利用できる林道の整備
25.6km(2015～2023年度)

・2.1km
（21.1㎞（2015～2023年度)）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪離島におけるフェリー岸壁の耐震化の促進≫≪避難路に利用できる林道の整備≫

【林道開設状況】 【フェリーの接岸状況】

森林の適切な整備や保全を図る
上で必要な林道において、大規模
自然災害により道路が通行できな
くなった時の避難路として利用で
きる「道幅が４ｍ以上で道路をつ
なぐ連絡線形となっている林道」
の整備を進めている。

2023年度は延長2.1kmの林道
を開設した。
［愛知県］

大規模地震によって離島のフェ
リー岸壁が被災すると、本土との
交通や物流が途絶え、災害後の救
援物資の海上輸送にも支障が生じ
るため、フェリー岸壁の耐震対策
を進め、2019年度に完了した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－３ 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

【事前に備えるべき目標】

（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（災害対応の体制・資機材強化）
（災害対応業務の実効性の向上）

（地域の活動拠点施設の耐災害性の強化） 
（消防団員の確保）
（自治体等の活動の支援）
（後方支援を担う新たな防災拠点の確保）
（道路ネットワークの整備、道路の災害対策、道路・航路啓開の円滑化の推進）
（離島における救助・救急活動）
（ゼロメートル地帯対策）
（いのちと暮らしを支える交通環境の形成）
（避難行動要支援者の救助・救急活動）
（住宅・建築物の耐震化等の促進）
（消防団の充実強化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・消防団員の定員の充足率
91.6%（2015年度）→100%（2023年度）

・83.2%
（21,368人、2023年4月1日現在）

・県内全消防本部と防災関係機関との合同訓練の
実施
不定期実施→年1回実施（2015～2023年度）

・1回

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪消防団の充実強化≫

消防団は、地域密着性、動員力、即時対応力等の特性を生かし、地域防災の重要な役割を
担っているが、全国的に消防団員数は減少傾向にある。本県では、県内各地で消防団の魅力
や重要性を発信する啓発活動などを行い、消防団への理解促進と団員確保に向けた取組を進
めている。
［愛知県］

【 あいち消防団の日（1/20）
におけるPR活動】
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≪防災・減災カレッジ≫

地域の産学民及び行政が連携協働して防災人材を育成する「防災・減災カレッジ」
において、地域の防災リーダーとして活躍する人材を育成する「地域防災コース」を
設定し、県民に防災リーダーとして必要な防災知識や心構え等を習得してもらうこと
で、地域防災力の向上を図っている。
［愛知県］

【 防災・減災カレッジ】

≪県内消防本部と防災関係機関との合同訓練≫

≪愛知県防災ヘリコプターと名古屋市消防ヘリコプターの一体的運用≫

【 愛知県防災ヘリ「わかしゃち」】

2022年４月から愛知県防災ヘリコプター「わかしゃち」の運航を名古屋市に委託し、
名古屋市所有の消防ヘリコプター2機と合わせて一体的に運用することにより、防災力の
向上を図っている。
［愛知県］

【 合同訓練の実施（2023年10月）】

緊急消防援助隊の応援・受援に係る愛知県大隊合同訓練を実施し、災害時に円滑
な活動ができるよう、防災関係機関との連携強化を図った。

［愛知県］
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大規模災害時に、全国からの応援人員や物資等を円滑に受け入れ、被災現場や地域の防災拠
点に迅速かつ的確に供給する「愛知県基幹的広域防災拠点」の整備に向けた取組を推進してお
り、202３年度は用地買収、敷地造成工事等を実施した。［愛知県］

≪愛知県基幹的広域防災拠点の整備≫

○「空港・高速道路」のダブルアクセス性を確保

○本部機能として「24時間危機管理体制」を確保

愛知県・名古屋市の「消防学校の共同設置」

○「支援要員」のベースキャンプ機能を確保HH

○「緊急支援物資」の備蓄と中継・分配機能を確保

○広域医療搬送拠点臨時医療施設（SCU）を設置

○中部圏の「基幹的な拠点」としても貢献

平常時の機能

平常時は、消防学校、公園として活用

・消防学校は、
    消防職員等育成の他、地域の防災
教育・人材育成、防災・減災の普
及・啓発
・公園は、
運動施設等の他、イベント開催、
スタートアップなどが取り組む防災 

ビジネス等

基本方針

全国から受援 各地へ供給

人
的
支
援

物
的
支
援

愛知県

基幹的広域

防災拠点

支援部隊の
ベースキャンプ機能

支援物資の
集積・中継・分配

機能

自 衛 隊

消 防

警 察

TEC-FORCE

ＤＭＡＴ

資 機 材

緊急支援物資

地域の

防災活動拠点

被災地域

拠点指揮運用機能

2020 2021 2022 2023

整備に
向けた検討

現地測量等の
調査委託

・用地測量
・用地買収

・用地買収
・敷地造成工事



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－４ 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による都市の混乱

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（帰宅困難者対策の推進）
（帰宅困難者等の受入態勢の確保）

（交通インフラの早期復旧に向けた関係自治体の連携調整）
（鉄道の運行再開の調整等）
（プローブ情報の活用による交通渋滞の把握等）
（地方行政機関等の機能低下の回避）
（代替輸送手段の確保等）
（公共交通事業者等との連携強化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・関係機関との帰宅困難者対策に係る意見交換
年1回実施（2015～2023年度）

・1回

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪帰宅困難者対策の推進≫

大規模災害発生時において、公共
交通機関の途絶により発生する帰宅
困難者に伴う混乱を抑制及び解消す
るため、官民一体となり対策等を推
進している。
［名古屋市・豊橋市］

【帰宅困難者を想定した防災訓練】

県、関係市、鉄道事業者等をメンバーとした「帰宅困難者
対策会議」を2023年１月に開催した。

また、「災害時における徒歩帰宅者支援に関する協定」の
新規締結による徒歩帰宅支援ステーションの拡充を図るとと
もに、各地区における帰宅困難者対策に関する協議会や訓練
への参画を通じた、県内主要駅周辺における取組の支援を
行った。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－５ 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による

 医療機能の麻痺

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（医療リソースの供給体制の確立）
（災害拠点病院における自立・分散型エネルギー供給の促進）
（民間事業者との連携による燃料の確保）
（災害拠点病院の耐震化等の促進）
（災害拠点病院等の防災・減災機能の強化）
（人工透析患者等への対策）

（多数の負傷者が発生した場合の対応）
（災害派遣医療チーム（DMAT）及び災害派遣精神医療チーム（DPAT）の計画的な養成等）
（災害時における医療機能の確保・支援体制強化）
（道路ネットワークの整備、道路の災害対策の推進）
（災害時の医療提供のためのインフラ・物流の確保）
（救急搬送の遅延の解消）
（医師の確保）
（要配慮者の緊急一時的な社会福祉施設への受入体制の整備）
（要配慮者に対する福祉支援ネットワークの構築）
（広域搬送拠点臨時医療施設（SCU）等の強化等）
（住宅・建築物の耐震化、家具の転倒防止策等の促進）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・通常時の6割程度の発電容量がある自家発電施設を
保有し、燃料を3日分程度確保している災害拠点病院数
23病院(2014年度) → 36病院(2023年度)

・36病院
（2024年3月31日現在）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪災害時における医療機能の確保・支援体制の強化≫

【南海トラフ地震時医療活動訓練】

写真又はイラスト
南海トラフ地震の発生を想定し、保健医

療調整本部の運営に係る訓練を202３年1
１月に実施した。
［愛知県



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
2－6 被災地における疫病・感染症等の大規模発生

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（衛生環境の確保等）
（下水道施設の耐震化・下水道BCPの充実） 
（避難所となる施設の衛生環境の確保） 
（医療活動を支える取組の推進）
（住宅・建築物の耐震化の促進）

【主な取組】
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≪避難所における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインの周知≫

2020年５月29日に政府の中央防災会議が決定した防災基本計画の修正において、「避
難所の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要がある」旨等
が明記されたことを踏まえ、市町村における感染防止対策の実効性を高めるため、同年７
月13日に実践的なガイドラインを作成し、市町村へ周知している。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
２－７ 劣悪な避難生活環境、不十分な健康管理による、多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生

【事前に備えるべき目標】
（２）救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

【強靱化施策の推進方針】
（避難所における良好な生活環境の確保等）
（避難所の運営体制等の整備）
（継続的な防災訓練や防災教育等の推進等）
（避難所における必要物資の確保等）
（避難所外避難者への対策の整備）
（被災者の健康管理）

（防災拠点となる庁舎等の耐震化の推進）
（保健医療機能の確保等）
（被災者の生活支援等）
（住宅・建築物の耐震化等）
（避難所の耐震化等の推進）
（避難生活における要配慮者支援）
（避難行動要支援者への支援）
（避難所の絶対量の不足に対する相互連携）

【主な取組】
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重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・市町村避難所運営マニュアルへの避難所外
避難者支援に係る記載
全市町村（2018～2023年度）

・47市町村（2020年4月1日現在）

・災害時保健師活動の初動体制確立のための
情報伝達訓練の実施
1回/年（2015～2023年度）

・１回

【主な重要業績指標】

≪避難所の運営体制の整備等≫

【HUG（避難所運営ゲーム）（202３年度）】

災害時には、住民の方々が避難所を運営していく必要があるため、避難所で起こる様々な出
来事を疑似体験し、避難所の運営について考えるゲーム（HUG）を県民を対象に実施してい
る。
［愛知県］
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≪災害時保健師活動の初動体制確立≫

災害時に市町村（名古屋市及び中核市を含む。）、県保健所、医療計画課及び
国との間で速やかに情報を伝達し、保健活動を迅速かつ効果的に展開することが
できるよう、保健師の派遣要請等について災害時情報伝達機器を用いて相互に伝
達する訓練を実施した 。［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
３－１ 被災による警察機能の大幅な低下等による治安の悪化、社会の混乱

【事前に備えるべき目標】
（３）必要不可欠な行政機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】
（治安確保のための体制の確保と装備資機材の充実強化）
（公共の安全等の秩序維持体制の整備）
（警察施設の耐震化等）
（緊急交通路の確保）
（信号機電源付加装置の整備）
（道路交通の混乱を最小限に抑える体制の確立等）

（地域コミュニティ力の強化に向けた行政等の支援）
（地方行政機関等の職員・施設等の被災による機能低下の回避）
（警察施設の機能強化）

【主な取組】
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重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・県警察災害警備訓練の実施
1回以上/年（2015～2023年度）

・1回

【主な重要業績指標】

【自動起動式信号機電源付加装置】

停電を感知すると自動的に電源を供給する
「自動起動式信号機電源付加装置」を主要交
差点３０か所に更新・整備した。
［愛知県警察本部］

≪信号機電源付加装置の整備≫≪愛知県警察災害警備訓練≫ 

【緊急交通路確保訓練】

南海トラフを震源域とした大規模地震が
発生し、県内全域で甚大な被害が生じたとの
想定のもと、全所属を対象とした災害警備訓
練を202３年９月に実施した。［愛知県警察
本部］
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≪基幹的広域防災拠点の整備等≫

・愛知県では、2001年度から国に対し、基幹的広域防災拠点整備の要請活動
を継続して実施しており、2023年度も内閣府等へ要請を行った。
・基幹的広域防災拠点のうち、航空輸送と陸上輸送を結節する「名古屋空港」
については、県として早急に整備し、中部圏の拠点としても貢献できるよう取
り組むこととしたため、新たな交付金の創設など格段の支援を行うよう要請し
た。
・海上輸送を担う「名古屋港」については、政府現地対策本部として整備され
た「名古屋市三の丸地区」と同様に早急に整備を進めるよう要請した。
［愛知県］

【他の整備事例：東京都・有明の丘地区】

【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
３－２ 首都圏での中央官庁機能の機能不全による行政機能の大幅な低下

【事前に備えるべき目標】
（３）必要不可欠な行政機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】

（基幹的広域防災拠点の整備等）

東京臨海広域防災公園HＰより



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
３－３ 名古屋市三の丸地区等の地方行政機関、県、市町村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

【事前に備えるべき目標】
（３）必要不可欠な行政機能は確保する

【強靱化施策の推進方針】
（地方行政機関等の機能維持）
（自治体の業務継続計画の作成及び見直し）
（行政職員の不足への対応）
（防災拠点等の耐震化等の推進）
（業務バックアップ拠点となり得る施設の耐震化等）
（防災拠点等の電力確保等）

（道路の防災対策等）
（復旧復興施策や被災者支援の取組等）
（住民等の自発的な防災行動の促進）
（公共施設等の非構造部材の耐震化等の推進）
（タイムラインの策定）
（応急活動等の継続のための事前対策）
（災害応急対策の実施体制の確立）
（国・県・市町村間の連携強化）

【主な取組】
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【主な重要業績指標】

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・業務継続計画の策定
県及び18市町村（2014年度）→県及び全市町村(2023年度)

・県及び54市町村
（2021年3月31日までに完了）

≪県職員の災害対応力等の向上≫

【 防災・減災カレッジ 】

「防災・減災カレッジ」において、県の新規採用職員全員が「防災基礎研修」を受
講することで、県職員として必要となる防災知識の習得、防災意識の高揚及び災害対
応力の向上を図っている。また、防災担当職員においても、防災人材育成プログラム
の一環として、「防災行政コース」を受講している。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
４－１ 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

【事前に備えるべき目標】
（４）必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

【強靱化施策の推進方針】
（情報通信機能の耐災害性の強化・高度化等）
（情報通信システムの電源途絶等に対する対応検討）
（情報通信に係る電力等の長期供給停止対策の推進）
（災害対応力の強化等）

【主な取組】

3333

【移動電源車からの電源供給訓練】

≪情報通信システムの電源途絶等に対する対応検討≫
≪情報通信機能の耐災害性の強化・高度化等≫

災害時に貸出を行う災害対策用移動通信機器（衛星携帯電話、衛星インターネット（ス
ターリンク）、簡易無線機及びMCA無線機等）を県市町村の職員が円滑に使用できること
目的として、東海4県（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）の県及び市町村の職員を対象と
した災害対策用移動通信機器の取扱説明会を開催した。［東海総合通信局］

愛知県・安城市総合防災訓練及び美浜町・河和地区合同防災訓練において、災害時に県
市町村や防災関係機関向けに貸出を行う災害対策用の移動電源車と移動通信機器（衛星携
帯電話、簡易無線機及びMCA無線機等）の展示を行うとともに、愛知県・安城市総合防災
訓練では、西日本電信電話(株)が衛星通信を利用した特設公衆電話の設置訓練のために準備
した衛星通信移動無線車に対して、移動電源車から電源を供給する訓練を実施した。［東
海総合通信局］

【災害対策用移動通信機器等の展示】

【災害対策用移動通信機器の説明模様②】【災害対策用移動通信機器の説明模様①】

≪情報通信機能の耐災害性の強化・高度化等≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
４－２ テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

【事前に備えるべき目標】
（４）必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

【強靱化施策の推進方針】
（放送設備等の防災対策）
（情報伝達手段・体制の確保）
（多様な情報提供手段の確保）
（民間通信事業者の情報通信機能の強化・高度化等）
（災害対応業務の標準化）
（情報通信インフラの整備）
（道路被害情報共有の強化）
（臨海部への災害情報提供）
（水防テレメータシステムの整備）

（土砂災害警戒情報等の提供）

【主な取組】
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≪ 災害情報提供手段の確保に向けた取り組み ≫ 

【災害時の中日新聞電子版 無料公開】 【 災害用紙面 製作訓練】

・災害時に新聞配達が不可能な場合、
災害レベルに応じて、中日新聞電子版
を無料公開する範囲を購読者以外にも
広げる。また、Ｘ（旧ツイッター）や
ＬＩＮＥなどのＳＮＳも活用し、災害
情報、避難所情報などの情報発信に努
めている。
[(株)中日新聞社]

・地震発生時に新聞製作システムが被
災した場合に備え、代替となるモバイ
ル組版端末（PC）を配備している。
定期的に端末を使った訓練を実施して、
災害時にも新聞発行を継続し、必要な
情報を読者に届けられるよう努めてい
る。
［(株)中日新聞社］



市町村の主な災害対応業務

市役所・町村役場

報告・指示

被害状況の把握

避難判断、意志決定

避難情報の発令・解除

避難所の開設・運営・閉鎖

災害対策本部の設置・廃止

住民への伝達

システムからの一括配信

○ 緊急速報メール（Ｌアラート経由）

○ ホームページ
○ 登録型メール
○ ＳＮＳ（ツイッター） 住民

◆ 充実した業務支援
◆ 報告業務の負担軽減
◆ 簡便なシステム操作

迅速的確な住民対応

愛知県（消防庁へ集計報告）
防災関係機関

Ｌアラー
ト

放送事業者等

愛知県
防災情報システム

県への報告、応援要請等

３．市町村が活用できる防災情報システムの整備

市町村
防災情報システム

クラウド基盤上に新規整備

県への報告
被災現場等

専用アプリ

システムによる
業務支援

システム連携による
自動入手

◇ 業務量が膨大
◇ 担当者が少数
◇ 経験の不足

3

現地調査
人命救助
安否確認
復旧対応業務等
避難所の物資要請

支援物資の管理

避難者の管理
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
４－３ 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が

遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（４）必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

【強靱化施策の推進方針】
（効果的な教育・啓発の実施）
（情報伝達手段の多様化の推進）
（情報収集手段の多様化の推進等）
（情報の効果的な利活用等に向けた人員・体制の整備）
（情報伝達手段・体制の確保）
（交通渋滞による避難の遅れの回避）
（災害対応力の向上）
（避難勧告等の発令）
（状況情報を基にした主体的避難の促進）
（避難の円滑化・迅速化）

≪市町村防災支援システムの導入促進≫

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・市町村防災支援システムを導入する市町村の割合
全市町村（2018～2023年度）

・38市町村（2024年3月31日現在）

・外国人旅行者が旅行中に立ち寄る観光関連施設等
事業者の愛知県多言語コールセンター登録数
350件（2019～2021年度）

・491件

【主な重要業績指標】

総務省「災害情報伝達手段等の高度化
事業」を活用し、住民広報や被害情報管
理などの市町村の災害対応業務の効率化
や避難勧告などの迅速な意思決定を支援
するため、「市町村防災支援システム」
を2018年１月に構築し、市町村への導
入を進めている。
［愛知県］

【主な取組】

≪新防災情報システム≫

災害情報の収集等を電子化し、電子化され
た災害情報（人住家被害、避難勧告情報など）
や防災情報（避難所、防災活動拠点など）を県、
市町村、防災関係機関との間でリアルタイム
に共有化し、迅速かつ的確な災害応急対策を実
施することが可能となる新防災情報システムを
2022年４月から運用している。［愛知県］
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≪災害発生時の外国人への支援≫

≪災害発生時の外国人旅行者への支援≫

【愛知県多言語コールセンター外国人旅行者向けちらし】

緊急時の通訳サービスとして愛知県多言語コールセンターを2019年6月から運
用している。
［愛知県］

【災害時外国人支援活動講座】 【愛知県災害多言語支援センター運用訓練】

市町村防災担当・国際担当職員、国際
交流協会職員、ＮＰＯ、ボランティア等
を対象とした災害時外国人支援活動講座
を開催した。
[愛知県]

2014年度に大規模災害時に外国語
等による災害情報の発信や、被災市町
村の外国人対応等に対し言語面での支
援を行う「愛知県災害多言語支援セン
ター」の設置について、(公財)愛知県
国際交流協会とセンターの運営に係る
協定を締結しており、202３年度は
３月に運用訓練を実施した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－１ サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による国際競争力の低下

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】
（個別企業BCP策定等の促進）
（民間企業における事業継続に資する取組の促進）
（耐災害性を高める施策等の推進） 
（社会経済活動維持のための社会インフラの整備の推進）
（愛知県の強靱化に資する適切な民間資金の活用）
（あいち・なごや強靱化共創センターにおける取組の推進）
（地域連携BCP策定の促進）
（物流事業者BCP策定の促進） 
（港湾BCPの推進）
（道路ネットワークの整備、道路・港湾・空港施設の災害対策の推進）
（水の安定供給）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・中小企業のＢＣＰ策定率
5.3%（2013年度） → 12%（2023年度）

・13.9%（2024年3月31日現在）

・南海トラフ地震防災対策計画の届出率
100%（2015～2023年度）

・80.8%

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪中小企業のBCP策定の促進≫

中小企業のＢＣＰ策定を促進するため、ＢＣ
Ｐ未策定の中小・小規模企業経営者向けに専門
家の講義やＢＣＰ策定企業の事例等を紹介する
講習会・セミナーを開催したほか、業界団体等
の会合に職員を派遣し、ＢＣＰの必要性・重要
性や、中小企業向けＢＣＰ策定マニュアル「あ
いちＢＣＰモデル」を使ったＢＣＰの作成方法
等を説明した。
［愛知県］

【啓発チラシ 】
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2017年6月1日に設置した「あいち・なごや強靱化共創センター」で、大規模災害発
生時においても、愛知・名古屋を中核とした中部圏の社会・経済活動が維持されるための
調査・研究や人材育成等を行っている。202３年度は、専門家によるBCP個別相談窓口
の開設や、行政職員に対する専門的な研修の開催、防災人材を育成するための防災・減災
カレッジの開催などの取組を実施した。
［愛知県］

≪あいち・なごや強靱化共創センターの運営≫

≪国土強靱化（官民連携）のフォローアップ≫

地域連携ＢＣＰに積極的に取り組む松阪中核工業団地において、松阪市、松阪中核工
業団地の企業にて、2023年1月にワークショップを実施。

団地内の被害状況を迅速に把握し産業の早期復旧を行うため、団地内各企業と松阪市
において、報告する内容や必要な情報及び情報を受発信する場合の手段を検討及び課題
の抽出を行った。

また、BCP策定に関する支援制度の説明により、防災・減災の事前対策となる事業継
続力強化計画・策定の促進を行った。
［中部経済産業局］

【 松阪中核工業団地（三重県松阪市）でのワークショップの開催】
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【 企業防災講演会 】

≪減災意識の向上に資する講演会を開催≫

≪企業防災の啓発・防災人材の育成支援≫ ≪名商安否確認アプリケーションのサービス提供≫

【 名商安否確認アプリケーション】

全会員企業を対象として、企業の自発的な防災減災対策の促進や、ＢＣＰ／ＢＣＭ
への取り組みに役立つ情報提供を目的として、2023年９月と2024年３月に防災講
演会を開催した。［中部経済連合会］

■事業継続力強化計画策定支援ｾﾐﾅｰ
主催：名古屋商工会議所

東京海上日動火災保険（株）
会員の皆様へご案内
参加者数：1７名
実施年月日：20２３年７月６日

■BCPシリーズセミナー（計２回）
主催：名古屋商工会議所

（独）中小企業基盤整備機構中部本部

会員の皆様へご案内
参加者数：３８名

実施年月日：202３年11月２７日、
  202４年 １月１０日

■防災・減災カレッジ
主催：あいち防災協働社会推進

協議会
あいち・なごや強靱化共創
センター

共催：名古屋商工会議所
会員の皆様へご案内
参加者数：２１１７名
実施年月日：２０２３年６月２６日

～２０２４年１月２０日

■ＢＣＰ講習会
主催：あいち・なごや強靱化共創

センター
 ※愛知県・名古屋大学とともに実施
 会員の皆様を中心にご案内
 参加者数：６２名
実施年月日：202４年２月２８日

［名古屋商工会議所］

名商会員企業向けサービス
（企業防災やBCPに向けての支援ツール）
■利用プラン
利用者1～50名まで  17,400円（年間利
用料 税別）※51名以上のプランも有り。
■実績
2016年2月サービス利用開始
利用会員数 2８ 社（202４年３月末時点）

［名古屋商工会議所］

令和6年能登半島地震における対応
■経営指導員1名の派遣
■職員2名による現地でのヒアリング
■建設設備業部会における講演会の実施
［名古屋商工会議所］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－２ エネルギー供給の停止による、社会経済活動・サプライチェーンの維持への甚大な影響

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】
（燃料供給バックアップ体制の充実強化）
（燃料供給ルート確保に向けた施設と体制整備）
（末端供給拠点の災害対応力強化と自立型エネルギー設備の導入）
（石油コンビナート等防災訓練の実施） 
（災害時のエネルギー供給の優先順位の整理）
（社会経済活動維持のための社会インフラの整備の推進）
（愛知県の強靱化に資する適切な民間資金の活用）
（中部圏の産業活動を守るための産学官連携による取組の推進）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・石油コンビナート泡消火薬剤の更新
  5.0kl程度/年（2015～2023年度）

・12.0kl

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪道路啓開作業重機への給油訓練を実施≫

【 重機への給油訓練の様子 】

多様な燃料供給の担い手・需要先を想定
して、2023年度は以下２つの訓練におい
て、愛知県石油商業組合手配のタンクロー
リー車による燃料供給訓練を実施。
①愛知県・安城市総合防災訓練

道路啓開作業重機への燃料供給
②大規模津波防災総合訓練

電力会社の高圧発電機車への燃料供給
写真は、道路啓開作業重機への給油訓練

（①）の様子。
［中部経済産業局］

≪自衛的備蓄の推進に向けた検討を実施≫

【災害時燃料供給ＷＧの概要】

災害時燃料供給ＷＧを通じて、以下
の内容を実施。

①重要な給油施設の道路啓開計画への
反映及び燃料供給シミュレーション
②ハザードマップ上の被害想定地域に
車庫を有するタンクローリー配送事業
継続
③中核SS、小口燃料配送拠点及び住民
拠点SSの稼働状況の共有
④住民への稼働SSの情報提供
⑤自衛的備蓄の促進
⑥発災時における供給先の優先順位
［中部経済産業局］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－３ コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】
（石油コンビナート等防災計画の見直し及び防災体制の強化）
（コンビナートに係る設備の耐震化等の推進）
（有害物質等の流出防止対策）
（地域連携ＢＣＰ策定の促進） 
（港湾BCPの充実）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・石油コンビナートに係る設備の耐震化
89.34％（2013年度）→ 100％（2016年度）

・100％

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪石油コンビナート等防災計画の見直し≫

石油コンビナート等特別防災区域に係
る災害防止のための総合的な施策の推進
を図るため、石油コンビナート等防災本
部幹事会を開催し、防災計画の見直し
（更新）を行った。202３年度は、1１
月に東海市新宝町31番地及びその周辺海
域にて石油コンビナート等防災訓練を実
施。
[愛知県]

【 石油コンビナート等防災訓練の様子 】

≪地域連携ＢＣＰの横展開≫

【 松阪中核工業団地（三重県松阪市）での
ワークショップの開催】

地域連携ＢＣＰの取組の横展開とし
て、松阪市、松阪中核工業団地の企業、
インフラ事業者にて、団地における団
地内連携・官民連携のあり方について、
2023年1月にワークショップを実施し
た。

インフラ事業者から災害時の復旧対
策や対策状況の情報提供を受け、官民
連携に係る課題を抽出した。
［中部経済産業局］

災害に強いものづくり中部の構築を目指す



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－４ 陸・海・空の基幹的交通ネットワークの機能停止による物流・人流への甚大な影響

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】
（交通施設の防災対策の推進） 
（産業競争力を兼ね備えた港湾物流インフラ網の構築・維持） 
（海上輸送拠点の耐震化等の促進）
（海上輸送機能に係る災害対応力の強化） 
（災害時の空港機能確保）
（幹線交通分断に伴うリスクの想定及び対策の推進）
（輸送モードの連携・代替性の確保）
（貨物等の流出防止対策の推進）
（名古屋港におけるポートアイランドの土砂流出対策）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・基幹的道路ネットワーク供用延長
約10km（2015～2020年度）
※KPI期間延長
約10km（2015～2023年度）

・0.6㎞
（13.5㎞（2015～2023年度））

・緊急輸送道路等の整備延長
107.9km（2015～2023年度）

・4.1㎞
（57.2㎞（2015～2023年度））

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪緊急輸送道路等の整備≫

被災時における救助・救急活動や物資輸送を支え、その後の社会機能を維持するため、緊急
輸送道路を整備しており、2023年度は東三河環状線（大崎工区）など、計４.１km開通した 。
［愛知県］

【東三河環状線（大崎工区）】
（豊川市）



≪三河港港湾施設の耐震化≫

≪幹線交通分断に伴うリスクの想定及び対策の推進（高規格幹線道路等の整備推進）≫

東栄IC
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【耐震強化岸壁の整備】
（田原市）

三河港田原地区において、大規模災害時に背後圏における救急救命活動や支援
物資輸送の拠点となる水深10mの耐震強化岸壁を整備する。

2023年度は、船舶が停泊・航行する岸壁前面泊地の浚渫を実施。
［愛知県］

【浚渫工事の状況】

静岡県

長野県
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岐阜県

E1A

E19

三
遠
南
信
自
動
車
道

 約
1
0
0
k
m

E
6
9

浜松いなさJCT

飯田山本IC

【 東栄IC（2024.8撮影）】

■三遠南信自動車道 佐久間道路・三遠道路

佐久間道路・

三遠道路

27.9km

三遠南信自動車道は、新東名高速道路と中央自動車道をつなぎ、広域ネットワーク
を構築するとともに、災害に強い道路機能の確保、救急医療活動の支援、地域活性化
の支援を目的に計画された道路であり、整備を推進。

（東栄IC～鳳来峡IC間は、2025年度開通予定）
［中部地方整備局］
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≪道路ネットワークの整備≫

≪リニア中央新幹線の整備の推進≫

【 名古屋駅（中央西工区） 】

リニア中央新幹線について、名古
屋駅部の建設工事を継続している。
［東海旅客鉄道(株)］

橋梁等構造物の老朽化対策の実施（東名阪 蟹江IC～長島IC間）
[中日本高速道路(株)］

【 東名阪 蟹江IC～長島IC間 】

≪『日本中央回廊』の効果最大化に
資する道路ネットワーク整備≫

日本の東西をリニア中央新幹線などで結ぶ
「日本中央回廊」の機能強化に向け、報告
書「日本中央回廊の効果最大化に資する道
路ネットワーク整備」を2024年3月に公表。
［中部経済連合会］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－５ 金融サービス等の機能停止による県民生活・商取引等への甚大な影響

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（郵便局舎における防災対策の推進）

（金融機関における防災対策の推進）

【主な取組】
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≪金融上の措置に係る要請文の伝達訓練への参加≫

2023年9月に、東海財務局が実施する、地震を想定した金融上の措置に係る
要請文の伝達訓練に参加し、連絡窓口の確認を行った。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－６ 食料等の安定供給の停滞

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】
（食品産業事業者等の災害対策の強化）
（農林水産業に係る生産基盤等の災害対応力の強化）
（サプライチェーン輸送モードの強化）
（産業競争力を兼ね備えた港湾物流インフラ網の構築・維持）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・農道橋（延長15m以上）を対象とした点検・
診断の実施割合
約29%（2014年度）→100%（2020年度）

・100%（2020年度末までに完了）

・漁港施設（市町村管理）の耐震・耐津波強化
対策の促進
12漁港（2015～2023年度）

・1漁港
（5漁港（2015～2023年度））

・漁港施設（県管理）の耐震・耐津波強化対策
11施設（2015～2023年度）

・0.7施設
（8.8施設（2015～2023年度））

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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国営土地改良事業により、排水機場等
の農業用用排水施設の耐震化、老朽化対
策等を推進した。
［東海農政局］

災害に備え、東海農政局所有機械
（ポンプ）の貸出し体制を確保した。
［東海農政局］

【排水機場の基礎の耐震化】 【災害応急用ポンプの準備状況】

≪農業用用排水施設の耐震化等の促進≫ ≪東海農政局所有機械の貸出し体制≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
５－７ 異常渇水や火山噴火等による用水供給途絶に伴う、生産活動への甚大な影響

【事前に備えるべき目標】
（５）経済活動を機能不全に陥らせない

【強靱化施策の推進方針】

（上水道、工業用水道及び農業水利施設の耐震化等の推進）

（水資源の有効な利用等の普及・推進）

（水の安定供給）

【主な取組】
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≪水の安定供給≫

豊川水系における水の安定供給を図る新
たな水源施設として設楽ダム建設事業が進
められている。

県では、水源地域の道路整備などの生活
再建対策事業等を推進するとともに、事業
主体である国土交通省と連絡・調整し、事
業の促進を図った。
［愛知県］

【設楽ダム完成予想図】
（出典：中部地方整備局ＨＰ）

【豊川用水二期事業の実施状況】
（独立行政法人水資源機構）

東三河地域に水を供給する豊川用水で
は、幹線用水路の大規模地震対策などの
二期事業が進められている。

県では、事業主体である水資源機構と
連絡・調整し、事業の促進を図った。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－１ 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LPガスサプライチェーン等の

 長期間にわたる機能の停止

【事前に備えるべき目標】
（６）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【強靱化施策の推進方針】
（電力・ガス等の供給ネットワーク等の災害対応力強化）
（製油所の非常時出荷能力等の確保）

（石油関連施設の防災対策の強化）
（石油燃料の確保）
（自立・分散型エネルギーの導入の促進等）
（施設の耐災害性強化）
（輸送基盤の災害対策の推進等）
（エレベーター閉じ込め対策）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・住宅用太陽光発電の普及基数（累計）
12.4万基（普及率約4.3％）(2014年度)
→40万基（普及率約14％）(2020年度) 

・26.5万基（普及率9.3％）
（2024年3月31日現在）

【主な重要業績指標】
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【主な取組】

≪変電所浸水対策工事イメージ≫※写真は津波対策実績

基礎高上げ 機器高上げ

2020年度に国土交通省および自治体ハザードマップを基に河川氾濫による変電所の浸水
調査を実施した。

浸水被害により、早期復旧ができない系統変電所については、浸水対策工事を検討・実施
していく。（対策工事継続中）
［中部電力パワーグリッド(株)］
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≪民間事業者との連携による燃料の確保≫

・愛知県石油商業組合と2019年４月に締結した「災害時給油所石油備蓄事業における備蓄
石油類燃料の 供給等に関する協定」の実施細目を定め、協定の実効性の向上を図った。

・石油連盟と締結した「災害時の重要施設に係る状況共有に関する覚書」に基づき、重要
施設のリストを更新し石油連盟へ提供するなど、災害時に円滑な燃料供給が可能となる
体制の充実を図った。

［愛知県］

【 ブロック供給停止イメージ 】

≪ブロックさらに細分化≫

【 石油連盟模擬給油訓練の様子】

・地震発生時にガスを供給停止するエリアを必要最小限にするため、ガス導管網ブロック
の細分化を進めており、2022年度99ブロックから2023年度104ブロックへ細分
化を実施した。

・病院や工場など中圧で供給している需要家のガス供給を継続するため、中圧から低圧へ
減圧しているガバナーを遮断して低圧だけを供給停止するエリアを広げた。

［東邦ガス(株)・東邦ガスネットワーク(株)］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－２ 上水道等の長期間にわたる機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【強靱化施策の推進方針】

（水道施設等の耐震化等の推進） 

（上水道等の復旧の体制等の強化） 

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・県営水道施設の整備の推進
広域調整池の整備：6池
連絡管の整備：2路線
基幹となる管路の複線化：1路線
（2015～2023年度）

・広域調整池6池
（2020年度末までに完了）

・連絡管1路線（2021年度までに完了）、
1路線（整備中）

・管路複線化1路線
（2019年度までに完了）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪連絡管の整備≫

【上野知多連絡線】

浄水場や広域調整池などの供給拠点を連絡し、地震災害時や事故時など非常時に隣
接する浄水場系統間で水道水を融通するための施設である連絡管1路線の整備を実施
している。
［愛知県］
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－３ 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【強靱化施策の推進方針】
（下水道施設の耐震化等・下水道BCPの充実） 
（農業集落排水施設・漁業集落排水施設の耐震化等の推進）
（浄化槽の整備）
（汚水処理施設等の防災対策の強化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・流域下水道における水処理機能及び汚泥処理機能
の確保のための処理場施設の耐震化
53施設（2015～2023年度）

・1施設
（30施設（2015～2023年度)）

・流域下水道における非常用自家発電設備の整備
10施設（2015～2023年度）

・10施設
 （2022年度までに完了）

【主な重要業績指標】

【主な取組】

≪流域下水道施設の耐震化の推進≫

【主な取組】

【 非常用自家発電設備の整備 】
日光川下流流域下水道 弥富ポンプ場

（弥富市）

【処理場施設の耐震化】
矢作川浄化センター

（西尾市）

処理場に常駐する作業員の安全と水処理及び汚泥処理の処理機能を確保するため、
処理場施設の耐震化１施設を実施した。

非常用自家発電設備の整備１０施設は２０２２年度に完了した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－４ 新幹線等基幹的交通から地域交通網まで、陸・海・空の交通インフラの長期間にわたる機能停止

【事前に備えるべき目標】
（６）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【強靱化施策の推進方針】
（陸・海・空の輸送ルート確保の強化）
（交通ネットワークの迅速な再開に向けた体制の整備）
（道路における冠水対策）
（災害時における放置車両対策）
（道路啓開など総合啓開の連携強化）
（幹線交通分断に伴うリスクの想定及び対策の推進）
（基幹インフラ復旧等の大幅な遅れへの対応の検討）
（ハード・ソフト対策等を総合した対応策の推進） 

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪橋梁の耐震化≫ ≪空港施設の耐震化≫

県営名古屋空港の空港機能維持に不可
欠な施設である、滑走路、誘導路、エプ
ロンを維持するため、耐震対策が必要と
判断された大山川暗渠（1箇所目）
（2016年度完了）、幹線排水路（２箇
所目）（2019年度完了）の耐震対策工
事を実施し、完了した。

また、３箇所目となる共同溝の耐震対
策工事も2021年度に完了した。
［愛知県］

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・緊急輸送道路等の橋梁の耐震化
40橋（2015～2023年度）

・1橋
（31橋（2015～2023年度)）

・愛知県管理道路の無電柱化延長
11.8km（2015～2023年度）

・0.46㎞
（10.61㎞（2015～2023年度)）

緊急輸送道路等における重要な橋
梁について、橋梁本体の耐震補強を
推進しており、2023年度は１橋
（山室橋）の対策が完了した。 
（2022年度までの対策済み30橋と
合わせ31橋が対策済み。）
［愛知県］

【（一）豊田環状線・山室橋】
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≪無電柱化の推進≫

電柱倒壊による災害の防止、情報通信ネットワークの信頼性の向上を図るため、無
電柱化を推進している。

202３年度は無電柱化を0.46㎞整備した。
［愛知県］

≪橋梁の段差対策≫

写真又はイラスト

【 （主）あま愛西線・古瀬南橋取付部函渠】

緊急輸送道路における橋梁のうち、ゼロメートル地帯にあり液状化により橋台背面
部に沈下を生じるおそれがある橋梁を対象に、橋台背面部の段差対策を推進しており、
2023年度は1橋の対策が完了した。 
（2023年度までの対策済み63橋と合わせ64橋が対策済み。）
［愛知県］

写真又はイラスト

【（都）芦谷高力線】
（幸田町）



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
６－５  防災インフラの長期間にわたる機能不全

【事前に備えるべき目標】
（６）ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【強靱化施策の推進方針】
（防災インフラの耐震化・液状化対策等の推進）
（防災インフラの迅速な復旧に向けた取組）
（関係機関における円滑な情報共有）

【主な取組】

≪ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）の派遣体制の確立≫

TEC-FORCEは、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、
被害の拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施。
［中部地方整備局］

TEC-FORCE隊員は地方整備局等の職員を中心に16,186名が指名されており、災害の規模に
応じて全国から被災地に出動。（※202３年4月現在）

TEC-FORCE派遣（2023年度実績）
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【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
７－１ 地震に伴う市街地の大規模火災の発生による多数の死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（救助活動能力の充実・強化）
（火災に強いまちづくり等の推進）
（農業用燃料タンクの燃料流出防止対策の推進）
（住宅・建築物の耐震化の促進）
（公共施設等の耐震化の推進・促進）
（感震ブレーカー等の普及）

（災害対応力の向上）
（消防水利の確保）
（消防団員の確保等）

【主な取組】
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≪感震ブレーカー等の普及≫≪避難場所等となる公園、緑地、広場等の整備≫

【イベントでの啓発】

地震発生時に設定値以上の揺れを感
知したときに、ブレーカーやコンセン
トなどの電気を自動的に止める感震ブ
レーカーの普及・啓発等を行い、電気
火災対策に取り組んでいる。
［愛知県］

県営都市公園油ヶ淵水辺公園において
、広域避難場所として活用できる広場や
園路の面積を拡大した。
［愛知県］

【広域避難場所】
（油ヶ淵水辺公園）



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
７－２ 海上・臨海部の広域複合災害の発生

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（港湾の災害対応力の強化）
（河川・海岸堤防の耐震化等の推進）
（河川・海岸の水門等・排水機場等の耐震化の推進）
（危険な物質を扱う施設における防災対策）
（漂流物防止対策の推進）
（有害物質等の流出防止対策等の促進）

（港湾BCP策定の推進）
（物流施設・ルートの耐災害性の推進）
（自然環境の保全・再生）

【主な取組】

56

≪港湾BCPの推進≫≪港湾BCPの推進≫

【ワークショップの実施状況】

災害発生直後でも一定の港湾機能を維持し、港湾全体の物流機能の早期回復を図る
ため、BCPを港湾関係者で検討し、2015年3月に策定した。

2023年度は、12月及び3月に想定シナリオに基づくワークショップを行い、BCP
の有効性についての検証及び意見交換を実施することで、課題の抽出を行い、BCPの
改善を図った。
［愛知県］
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【飛島ふ頭の耐震強化岸壁】 【名古屋港ＢＣＰ協議会】

≪名古屋港ＢＣＰの推進≫

名古屋港では、耐震強化岸壁の整備を推進するとともに、名古屋港ＢＣＰで掲げる
港湾機能の回復目標の達成に向け、協議会構成員と協働し、実効性の向上に取り組ん
だ。
［名古屋港管理組合］

≪耐震強化岸壁の整備を推進≫



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
７－３ 沿線・沿道の建築物倒壊に伴う閉塞、地下構造物の倒壊等に伴う陥没による交通麻痺

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（関係機関の連携）
（沿道の住宅・建築物の耐震化の促進） 
（沿道に起因する事故・災害の防止に向けた取組）
（道路の閉塞、鉄道の閉塞等への対策）
（危険な空き家の除却等への支援）
（地下構造物の耐震化等の推進）

（災害情報の収集体制の強化）
（交通渋滞の回避）

【主な取組】
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≪危険な空き家の除却等への支援≫

【除却前】

危険な空き家の除却等に係る費用の一部に対し、市町村と連携して補助を実施した。
［愛知県］

【除却後】

≪不特定多数の者が利用する特定建築物等や沿道建築物の耐震化の促進≫

  

【沿道建築物の要件】

2023年度は、耐震診断3棟、耐震改修13棟に対して補助を実施した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
7－４ 排水機場等の防災施設、ため池、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂の流出による多数の

死傷者の発生

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（ため池の防災対策の推進）
（排水機場等の防災対策の推進）
（ダムの防災対策の推進）
（土砂災害対策の推進）
（山地災害への対策）
（ハード・ソフト対策等を総合した対応策の推進）

（情報関係施策の推進）
（消防団等の充実強化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・農業用ため池の耐震化等の整備
45箇所（2014年度）→132箇所（2023年度）

・25箇所
（45箇所→183箇所

（2014～2023年度））

・農業用ため池のハザードマップの作成
548箇所(2014年度)→735 箇所（2023年度）

・3箇所
（548箇所→940箇所

（2014～2023年度））

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪農業用ため池の耐震化等の推進≫

決壊した場合の浸水区域に家屋や
公共施設等が存在し、人的被害を与
えるおそれのある農業用ため池で、
耐震性が不足していると診断された
池について耐震化整備を実施した。
［愛知県］

  ながくてしんいけ

【長久手新池(長久手市)整備完了状況】

【ため池堤体の耐震化のイメージ】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
7－５ 有害物質の大規模拡散・流出による県土の荒廃

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（有害物質の流出等の防止対策の推進）
（石綿飛散防止対策）
（ＰＣＢ廃棄物の適正処理による流出リスクの軽減）
（環境測定機能の強化）
（高圧ガス施設の耐震化の推進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・解体工事現場立入検査
200件程度/年（2013年度）→400件程度/年
（2023年度）

・約540件

・特定化学物質等管理書の提出率
100％(2023年度) 

・97.1%（2024年3月31日現在）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪有害物質の漏えい等の防止対策の推進≫≪石綿飛散防止対策≫

災害発生時の倒壊建築物等か
らの適切な石綿除去作業が実施
されるよう、立入検査等の機会
を捉え、解体業者に対し国の作
成した「建築物等の解体等に係
る石綿ばく露防止及び石綿飛散
漏えい防止対策徹底マニュア
ル」に従った対策の徹底につい
て指導を進めた。
［愛知県］

【解体工事現場の様子】 【 研修会資料 】

化学物質を取り扱う事業者に対す
るセミナーや研修会により、自然災
害による有害物質等の漏えい事故へ
の対応に係る周知等を行い、化学物
質の適正な管理を促進するための啓
発を行った。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
７－６ 農地・森林等の被害による県土の荒廃

【事前に備えるべき目標】
（7）制御不能な複合災害・二次災害を発生させない

【強靱化施策の推進方針】
（農地や農業水利施設等の保全管理と体制整備）
（適切な森林の整備・保全）
（土砂災害発生後の再度災害防止対策の実施等）
（自然と共生した多様な森林づくりの推進）
（適切な公園施設の整備・長寿命化対策の推進）
（農地・農林等の荒廃の防止）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・森林・農地の保全活動面積
年間32,660ha（森林200ha、農地32,460ha）
（2016年度～2020年度）

・森林238ha、農地36,095ha

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪森林の保全・整備の一環としての間伐の推進≫

森林が有する水源のかん養や県土の保全、洪水の防止などの多面的機能を十分
に発揮させるため、森林の保全・整備の一環として間伐を進めている。

2023年度は2,216haの間伐を行った。
［愛知県］

【間伐された森林】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－１ 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】
（災害廃棄物の仮置場の確保の推進） 
（災害廃棄物処理計画の策定等）
（ごみ焼却施設の災害対応力の強化等）
（災害廃棄物に含まれる有害物質の適正処理）
（漂着ごみの処理）
（災害廃棄物輸送体制の構築）
（災害廃棄物の撤去等に係るボランティアとの連携）

（住宅・建築物の耐震化の促進等）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・本県被害予測調査等に基づく市町村災害廃棄物
処理計画の策定率
100%(2015～2023年度) 

・100%
(54市町村、2024年3月31日現在）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪災害廃棄物処理体制の構築≫

・市町村における災害廃棄物処理計画の策定の促進や人材育成を図るため、市町村
及び一部事務組合の職員を対象とした研修会を3回開催した。
・県、市町村、一部事務組合、民間事業者団体等の関係者が連携して災害廃棄物の
処理に当たれるよう、図上演習を２回実施した。
［愛知県］

【 研修会】 【図上演習】



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－２ 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足、

より良い復興に向けたビジョンの欠如等により復興できなくなる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】
（復旧・復興を担う人材等の育成等）
（地方行政機関等の機能低下の回避） 
（事前復興、復興方針・体制づくりの推進）
（災害ボランティアの円滑な受入）
（円滑な遺体の処置に向けた体制等の確保）
（医療機関の耐災害性の向上）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・防災ボランティアコーディネーター講座受講
者数
500人程度/年（2015～2023年度）

・実践講座、レベルアップ講座の実施
387人

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪広域ボランティア支援本部の運用訓練≫ ≪災害ボランティアコーディネーター養成講座≫

【 講座の様子】【 訓練の様子】

「防災のための愛知県ボランティア連絡
会」の会員を中心として、毎年度、広域ボ
ランティア支援本部の運用訓練を実施して
いる。
［愛知県］

2002年度から、被災地と災害ボラン
ティアをつなぐ災害ボランティアコー
ディネーターの養成講座を実施してい
る。

（受講者数合計： 1,730名）
［名古屋市］
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≪防災教育指導者研修会の実施≫

≪防災人材の交流の促進≫

【 防災教育指導者研修会（2023年度） 】

防災・減災の担い手たちが、地域、世代、組織を超えて、お互いに
顔の見える関係を構築し、災害時に協力し合あう絆を強くするため、
学生などの若手からベテランの防災ボランティアなどが一堂に会する
防災人材交流シンポジウム（つなぎ舎）を202３年１２月９日に開催
した。 
［愛知県］

【 防災人材交流シンポジウム（つなぎ舎） 】

被災時に児童生徒の安全を確実なものとするために、防災教育の在
り方についての教員を対象とした研修の機会として「防災教育指導者
研修会」を開催している。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
８－３ 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】
（災害情報共有の取組の推進）
（浸水等の被害軽減に資する対策の推進）
（地盤沈下対策の推進）
（ゼロメートル地帯等の河川・海岸堤防等の耐震化等の推進）
（湛水からの復旧の調整・検討）
（地籍整備の促進）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・地籍整備の推進
全市町村（2015～2023年度）

・地籍調査の実施20市町

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪地籍整備の促進≫

【 地籍整備の促進】

大規模自然災害に備え、被災後の道路・河川の復旧・復興や住
宅の建て替えや移転などを迅速に進めるため、市町村が進める土
地所有者・土地境界の確認作業、世界測地系の座標値を持った測
量図面の作成支援を実施した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
８－４ 被災者の住居確保等の遅延による生活再建の遅れ

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（仮設住宅・復興住宅の迅速な建設に向けた体制強化）

（既存ストックの活用による被災者向け住宅の確保）

（自宅居住による生活再建の促進）

【主な取組】

66

【主な重要業績指標】

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・被災建築物応急危険度判定士登録者
7,435人（2013年度）→10,000人程度（2023年度）

・9,123人（2024年4月1日現在）

・被災宅地危険度判定士
800人を維持（2015～2023年度）

・1,862人（2024年4月1日現在）

≪被災建築物応急危険度判定士の養成≫ ≪応急仮設住宅の建設に係る訓練の実施≫

【講習会の実施（ 2023年9・10月）】 【訓練のイメージ】

応急仮設住宅の建設に携わる人材を育成
するため、県、応急仮設住宅建設協力団体、
県内市町村合同で、発災後の応急仮設住宅
建設に係る情報伝達と建設戸数決定の机上
訓練を実施した。［愛知県］

県と県内の全市町村及び建築関係団
体で構成する協議会において、講習会
（４会場計6回）を実施し、判定士の
養成を行っている。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
8－５ 貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（文化財の耐震化等の推進）

（コミュニティの活力の確保）

（博物館の展示物・収蔵物の被害の最小化）

重要業績指標（KPI） 2023年度実績

・指定文化財等（建造物）の台帳作成
全12ブロック（2015～2023年度）

・12ブロック（台帳作成にあたり、基礎
データとなる建物調査を実施）

【主な重要業績指標】

【主な取組】
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≪文化財の耐震化等の推進≫

「文化財防災レスキュー台帳」作成の基礎データとなる県内の歴史的建造物調査
を実施。2023年度は48件の調査を行った。
［愛知県］

【歴史的建造物調査の実施】
（豊田市・中垣酒造株式会社）



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
８－６ 事業用地の確保、仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】
（地籍調査の推進等）
（建設業の担い手確保等）
（所有者不明土地への対策）
（復興体制や手順の検討等）
（用地の活用に係る平常時からの調整等）

【主な取組】
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≪震災復興都市計画に係る模擬訓練の実施≫

【訓練実施状況】

写真又はイラスト

県･市町村職員の都市の復興対応力の向上を図るため、震災復興
都市計画模擬訓練を実施している 。

202３年度は８月に仮想の被害シナリオをもとに震災復興都市
計画に係る計画作成等を経験する訓練を実施した。
［愛知県］



【起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）】
８－７ 国際的風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等による国家経済等への

 甚大な影響

【事前に備えるべき目標】
（8）社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する

【強靱化施策の推進方針】

（風評被害を防止する的確な情報発信のための体制強化）

（災害からの復旧復興施策等の推進）

（市町村における災害廃棄物処理計画の策定の促進等）

（金融機関におけるBCPの策定の促進）

（災害に強い民間物流施設の整備促進等）

【主な取組】

69

≪被災者生活再建・産業再建支援マニュアルの見直し≫

被災者の生活再建支援や産業の再建支援について総合的に取り組むために、特に対
策が必要となる9つの対策分野について、実施すべき対応項目とその実施手順及び役割
分担を具体的に定めた「被災者生活再建・産業再建支援マニュアル」（2016年３月
策定）の見直し（更新）を行った。
［愛知県］
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